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エグゼクティブサマリー 
米中 AI 覇権争いは、日本企業の知的財産戦略に根本的な転換を迫っている。中国は 2023
年時点で世界の AI 特許の 69.7%を占め、生成 AI 特許では米国の 6 倍を出願する[1,2]。一方、

米国は特許の被引用数で中国の約 7 倍を記録し「量 vs 質」の構図が鮮明である[2]。日本の

AI 関連特許出願は約 11,400 件（2023 年）にとどまり、中国の 10 万件超、米国の約 2 万件

に大きく水をあけられている[27]。 

この地殻変動のなかで日本企業は、半導体輸出規制への対応、技術流出の防止、生成 AI の
著作権問題、標準必須特許（SEP）の国際競争といった複合的な知財課題に直面している。

2030 年までの戦略的対応が、日本企業の国際競争力を左右する分水嶺となる。本レポート

では、米中双方の政策動向と特許データを精査し、業種横断的な影響を分析したうえで、短

期（2025〜2027 年）・中長期（2027〜2030 年）の具体的な知財戦略を提言する。 
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第 1 章 米中 AI 覇権争いの現状と 2030 年への展望 

1.1 米国：規制の振り子と技術覇権の維持 
米国の AI 政策は、バイデン政権からトランプ政権への移行で大きく揺れ動いた。バイデン

大統領は 2023 年 10 月に包括的な AI 行政命令（EO 14110）を発令し、高リスク AI モデル

へのレッドチーミング義務化を推進した[7]。しかしトランプ大統領は 2025 年 1 月の就任初

日にこれを撤回し、新たな行政命令（EO 14179）で「米国の AI リーダーシップへの障壁除

去」を掲げた[8,9]。 

対中輸出規制は段階的に強化されてきた。2022 年 10 月の初期規制で Nvidia A100/H100 等

の先端 AI 半導体を規制対象とし、2023 年 10 月に抜け穴を塞ぎ、2024 年 12 月には 140 の

中国企業をエンティティリストに追加するとともに、高帯域幅メモリ（HBM）等も規制対

象に加えた[10]。しかし 2025 年後半にはトランプ政権が方針を転換し、Nvidia の H20 チップ

の中国向け輸出を許可[11]、さらに 2025 年 12 月には H200 の中国輸出をレベニューシェア

と引き換えに承認するという異例の措置を取った[12]。 

CHIPS 法（2022 年 8 月署名）に基づく 527 億ドルの半導体支援は着実に執行されている
[13]。2025 年 1 月時点で約 337 億ドルが配分済みであり、TSMC（66 億ドル）、Intel（79 億

ドル）、Samsung（60 億ドル超）等への大型投資が確定した[14,15]。民間投資は 30 州にわた

る 140 以上のプロジェクトで 6,400 億ドル超に達している。 

米国の民間 AI 投資額は 2024 年に 1,091 億ドルと中国の 93 億ドルを圧倒的に凌駕する（約

12 倍）[3]。質的優位は明白だが、DeepSeek が中程度のハードウェアで競争力あるモデルを

訓練して見せたことは、輸出規制の実効性に疑問を投げかけている。 

1.2 中国：国家主導の猛追と自給自足への挑戦 
中国は 2017 年の「新一代人工智能発展計画」で 2030 年に AI コア産業規模 1 兆元（約 20
兆円）の目標を掲げた[16]。2025 年 8 月には国務院が「AI Plus」ガイドラインを発出し、

2030 年までに AI エージェントの普及率を 90%超にする目標を示した[17]。 

半導体自給自足では、半導体大基金第 3 期が 2024 年 5 月に 3,440 億元（475 億ドル）の資

本で設立され、第 1 期・第 2 期の合計を上回る規模となった[18]。Huawei/SMIC の技術進歩

は目覚ましく、Ascend 910B/910C チップの出荷は 2024 年に 50.7 万個、2025 年に 80.5 万

個と予測される[19]。SMIC は 2025 年中の DUV マルチパターニングによる 5nm 量産に向け

開発を進めるが、歩留まりは約 33%と TSMC に大きく劣り、コストは 40〜50%増と見られ

る[20]。 

規制面では中国は世界に先駆けて包括的な AI ガバナンス体制を構築した。2023 年 8 月の生

成 AI 暫定措置（世界初の専用規制）をはじめ、2025 年 9 月の AI 生成コンテンツ表示義務

化など、層状の規制フレームワークを整備している[21,22]。 

1.3 AI 特許の米中比較：量と質の非対称構造 
AI 特許の米中格差は「量」と「質」で対照的な様相を呈している。以下の表に主要指標を

整理する。 
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指標 中国 米国 日本 出典 
AI 特許の世界シェア

（2023 年） 
69.7% 14.2% 約 5% [4] 

生成 AI 特許（2014-
2023 年累計） 

38,210 件 6,276 件 約 1,408 件 [1] 

AI 特許の平均被引用数 1.90 13.18 6.26 [2] 
民間 AI 投資（2024 年） 93 億ドル 1,091 億ドル — [3] 
中国は CNIPA への出願が 2024 年に約 30 万件に達し、同年の米国約 6.8 万件、日本約 2.6
万件を圧倒する[4,59]。生成 AI 特許では Tencent（2,074 件）、Ping An（1,564 件）、Baidu
（1,234 件）と中国企業が上位を独占する[1]。しかし質的指標では米国が大きくリードし、

米国 AI 特許の平均被引用数 13.18 は中国の 1.90 の約 7 倍である[2]。CNIPA は 2024 年に

59.7 万件の異常出願を調査するなど、「量から質」への政策転換が進行中だ[53]。 

1.4 デカップリングの進行と同盟国への波及 
米中デカップリングは半導体を震源に同盟国を巻き込んで拡大している。2023 年 1 月の日

米蘭三国合意を受け、日本は 2023 年 7 月に 23 品目の半導体製造装置を輸出規制対象に追

加した[23,24]。中国は報復としてガリウム・ゲルマニウムの輸出規制を発動した（中国はガリ

ウム世界供給の 98%を占める）[41]。 

2024 年 10 月に発効した対外投資規制（バイデン大統領行政命令 14105）は、米国人によ

る中国 AI・半導体・量子技術への投資を禁止または届出義務化した。違反には最大 100 万

ドルの罰金・20 年の禁錮刑が科される[25,26]。一方、完全なデカップリングは非現実的である

ことも明らかになりつつあり、トランプ政権はレベニューシェア型の管理された技術移転へ

と方針を修正している[12]。 
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第 2 章 日本企業の知財戦略への多面的影響 

2.1 特許戦略：国際展開力の強化が急務 
日本の AI 関連特許出願は 2023 年に約 11,400 件に達したが、JPO の特許査定率は約 80%
と高く、AI 発明の特許適格性も比較的柔軟である[27,54]。AI 発明者問題では、東京地裁

（2024 年 5 月）と知財高裁（2025 年 1 月）が DABUS 事件で AI は発明者になれないと判

示し、知財高裁は「立法化のための議論が必要」と指摘した[28,29]。 

注目すべき動向として、2025 年 12 月に日本の特許出願件数が前年同月比 170%増の 8 万件

超に急増した[30]。AI 特許支援ツールの普及が背景にあり、AI 生成発明の質的担保が新たな

政策課題として浮上している。知的財産推進計画 2025 は「IP トランスフォーメーション」

をテーマに、AI 時代の発明保護の在り方について産業構造審議会で早期に結論を得ること

を求めている[34]。 

2.2 営業秘密保護：深刻化する技術流出リスク 
技術流出事件は後を絶たない。2023 年の産業技術総合研究所事件では、中国籍主任研究員

がフッ素化合物の研究データを中国企業に漏洩し、受領企業は約 1 週間後に中国で特許出願

した[31]。2025 年 2 月に有罪判決が下された[32]。中国拠点での営業秘密保護は構造的に困難

であり、中国では 2024 年に AI 技術に関する営業秘密事件 157 件が警察に摘発されたとさ

れる[33]。 

法制面では、2024 年 5 月成立の重要経済安保情報保護・活用法により 2025 年 5 月からセ

キュリティ・クリアランス制度が開始された[34,56]。経済安全保障の観点から、知財部門と安

全保障部門の連携が不可欠となっている。 

2.3 標準必須特許（SEP）と国際標準化競争 
AI 関連の国際標準化競争では、知的財産推進計画 2025 が 17 の重要領域・8 つの戦略領域

を選定し、デジタル・AI を中心とした国際標準戦略を 19 年ぶりに刷新した[34,51]。Beyond 
5G 推進戦略 2.0 は、2030 年の Beyond 5G 必須特許シェア 10%以上を目標に掲げる[52]。

NTT ドコモは 5G 標準化寄書数で国内首位・世界 13 位を確保している[35]。 

一方、中国は SEP 分野で急速に台頭している。中国の裁判所は SEP 紛争でアンチスーツイ

ンジャンクション（ASI）を積極的に発令しており、2024 年 12 月には Huawei 対 Netgear
事件で最高人民法院が 48 時間以内にアンチ・アンチスーツインジャンクション（AASI）を

発令した[36,37]。違反時の制裁金は 1 日 100 万元と高額であり、日本企業が SEP ライセンス

交渉で中国の司法リスクにさらされる構図が鮮明になっている。 

2.4 生成 AI 時代の著作権とデータ戦略 
日本の著作権法第 30 条の 4 は、AI 学習における著作物利用について「非享受目的」であれ

ば原則として許諾不要とする世界的にも先進的な規定だ[38]。文化庁は 2024 年 3 月に「AI と
著作権に関する考え方について」を取りまとめ、「開発・学習段階」と「生成・利用段階」

を明確に区分した[38,40]。 

AI 生成物の著作物性については、AI が自律的に生成したものには原則として著作権が発生
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せず、人間の創作的寄与を総合的に判断する枠組みが示された[39,40]。知的財産推進計画

2025 への個人パブリックコメントの 78%が「生成 AI と知財」に関するものだったこと

は、この問題への社会的関心の高さを示している[34]。 
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第 3 章 業種横断的な影響分析 

3.1 半導体製造装置：米中双方からの圧力 
半導体製造装置メーカーは米中対立の最前線に立たされている。日本の半導体装置の海外売

上約 3 兆円のうち、中国向けは約 3 分の 1〜4 割を占める[42]。東京エレクトロン、SCREEN
ホールディングス、ディスコは、規制と商業利益の板挟みにある[55]。中国高官は追加規制へ

の「厳しい経済的報復措置」を示唆している[41]。 

素材分野では、三井化学が IP ランドスケープと PatentSight による特許価値評価を活用

し、AI 用途探索ツールで自社材料の新用途探索時間を約 40%短縮、6,000 件以上の候補を

創出した先進事例がある[43]。 

3.2 IT・ソフトウェア：生成 AI 特許で出遅れ 
日本の IT 企業は生成 AI 特許で大きく出遅れている。WIPO の 2024 年データによれば、日

本の生成 AI 特許（2014〜2023 年累計）は約 1,408 件で、中国 38,210 件、米国 6,276 件に

大きく差をつけられている[1,6]。日本企業の最上位は NTT（世界 13 位、330 件）とソニー

（18 位、218 件）にとどまる[5]。 

NEC は約 43,000 件の特許を保有し、成長領域の特許出願比率を 2017 年度の 45%から

2021 年度の 74%へ引き上げた[44,45]。富士通は AI 基盤技術「Fujitsu Kozuchi」を核に権利化

を進め、未活用特許を中小企業・大学にライセンスする「SDGs ライセンスプログラム」で

累計約 30 社の製品化を実現している[46]。 

3.3 自動車産業：自動運転特許の主戦場 
自動運転関連特許の総出願件数 61,835 件のうち、出願人国籍別最多は日本（21,871 件）で

あり、日本の強みが際立つ分野だ[48]。トヨタは AI 関連特許出願を 2014〜2018 年の 92 件か

ら 2019〜2023 年の 473 件へ 5 倍増させ、AI 関連特許保有件数 3,000 件超で自動車業界世

界最多を誇る[47]。自動運転グローバル特許総合力でも世界 1 位を維持する[48]。 

3.4 スタートアップ：知財で大企業と対等に渡り合う 
Preferred Networks（PFN）は日本 AI スタートアップの知財戦略の模範だ。時価総額約

3,500 億円、約 350 人の少数精鋭で、ほぼ 100%PCT 国際出願という徹底した国際展開を行

う[49]。深層学習アルゴリズムから産業応用まで多岐にわたる特許ポートフォリオが、トヨタ

（累計約 115 億円出資）やファナックとの対等な協業関係を支えている。 
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第 4 章 先進企業に学ぶケーススタディ 

4.1 ソニー「IP 360」：技術とコンテンツの融合知財 
ソニーはハードウェア防衛型の「盾」の知財から、価値創造型の「矛」の知財へ転換を遂げ

た。CMOS イメージセンサーの知財をエンターテインメントエコシステム（PlayStation、
映画、VR）に展開し、6 事業セグメントを横断する「ソニー知的財産サービス」がサイロ

化を防いでいる[50]。ホンダとの共同開発車「AFEELA」ではモビリティをエンターテインメ

ント空間として再定義する知財戦略を展開している。 

4.2 ファナック：「量から質」への大転換 
ファナックの知財戦略転換は劇的だ。国内特許出願を 2021 年の 678 件から 2023 年の 50
件へ 90%以上削減する一方、PCT 国際出願は年間 400 件以上を維持している。CNC・サー

ボ制御のコア技術はクローズドに保ちつつ、FIELD システム（IoT プラットフォーム、500
社超参画）や NVIDIA との AI ロボット共同開発ではオープン戦略を採用する、典型的なオ

ープン&クローズ戦略を実践している[49]。 
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第 5 章 日本企業が取るべき知財戦略の提言 

5.1 短期的対応策（2025〜2027 年） 
（1）輸出管理コンプライアンスの即時強化。日本は 2023 年 7 月の 23 品目規制に加え、

2025 年 5 月に 42 の中国企業をブラックリストに追加した[55,60]。東京エレクトロンのケース

が示すように、米中双方からの圧力に耐えうる内部統制体制の構築は急務である。 

（2）AI ポートフォリオの棚卸しと再構築。ファナックの「量から質」転換に倣い、事業戦

略に紐づかない非戦略特許の維持を削減し、生成 AI・自動運転・AI 創薬等の重点分野へリ

ソースを再配分すべきだ。 

（3）生成 AI の知財リスク管理体制の整備。AI 事業者ガイドライン v1.1（2025 年 3 月）に

準拠した内部規程を策定し、外部 AI への入力データの範囲、AI 生成物の権利帰属、学習デ

ータのオプトアウト設定を明確化する必要がある[38,39]。 

（4）イノベーションボックス税制の即時活用。2025 年 4 月に導入されたこの制度は、特

許や AI ソフトウェア IP からの所得に税制優遇を付与するものであり、IP 保有構造の最適化

を検討すべきである[29]。 

5.2 中長期的戦略（2027〜2030 年） 
（1）オープン&クローズ戦略の高度化。ダイキンの R32 冷媒戦略（基本特許を無償開放し

て標準化を促進、応用特許でライセンス収入を確保）やトヨタの燃料電池特許 5,680 件の無

償公開は、エコシステム形成と競争優位を両立させた成功モデルだ。AI 分野でもどのモデ

ル・アルゴリズムをオープンソース化し、どの学習データ・手法を営業秘密として秘匿する

かの戦略的設計が求められる。 

（2）フィジカル AI・ロボティクス領域での IP 先行確保。日本は世界のロボティクス関連

AI 特許の約 40%を保有しており、ファナック-NVIDIA 連携、安川電機-ソフトバンク連携に

見られるように、物理世界の AI 化で主導権を握り得る立場にある[48]。ロボット制御アルゴ

リズム、デジタルツイン環境、センサーフュージョンに関するプラットフォーム特許の先行

取得が重要だ。 

（3）知財人材の抜本的な変革。技術・法律・経営を横断する「ブリッジ人材」の育成が不

可欠である。知財部門を「後処理部門」から「イノベーション創出の最前線」へ転換し、日

立の協創知財戦略のように年間 300 件の共創契約を知財部門が主導できる組織能力の構築

が目標となる。 

5.3 日本政府・知財関連機関への政策提言 
AI 発明者問題の早期立法化：知財高裁 DABUS 判決が「立法による解決」を求めた以上、

AI 利用発明の発明者定義について明確なガイドラインを 2027 年までに策定すべきである
[28]。 

対外投資スクリーニング制度の創設：米国に倣い、半導体・AI 分野での対中投資審査メカ

ニズムの導入を検討すべきだ[25,26]。 

国際標準化体制の強化：2006 年以来更新されなかった国際標準戦略が 2025 年に刷新され
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たのは前進だが、8 つの戦略領域での ISO/IEC 等における日本のプレゼンス向上には、人

材・予算の大幅な拡充が必要である[51]。 
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結論：知財を「経営の中核」に据える転換が急務 
米中 AI 覇権争いは、知的財産を企業の法務機能から経営の中核機能へと引き上げる強力な

外圧となっている。中国が特許の「量」で世界を圧倒し、米国が「質」と資金力で優位を維

持する二極構造のなかで、日本企業は第三の道を切り拓かなければならない。 

その鍵は三つある。第一に、フィジカル AI・ロボティクス・先端素材という日本の強みが

生きる領域での IP 先行確保だ。自動運転特許で出願人国籍別首位、ロボティクス AI 特許で

世界シェア 40%という優位性は、今後 5 年の戦略的投資で決定的な競争障壁に転化でき

る。第二に、オープン&クローズ戦略の精緻化であり、「基盤をオープンに、応用をクロー

ズドに」というモデルを AI 分野に適用することで、エコシステム形成と収益確保を両立さ

せることだ。第三に、知財ガバナンスの経営戦略への統合であり、知財部門をコストセンタ

ーからバリュークリエーターへ変革することが、2030 年の勝者と敗者を分ける本質的な差

異となる。 

2030 年まであと 4 年。政策の不確実性と技術の急速な進化のなかで、知財戦略を「守り」

から「攻め」へ転換できる企業だけが、米中 AI 覇権争いのなかでの第三極としての地位を

確立できるだろう。 
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